(別添様式１)
平成２４年度　当初予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　新障害者権利擁護センター設置事業費（任意）

　　　　 障害者虐待防止支援事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,894千円　（前年度予算額：800千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）新県障害者権利擁護センターの設置

障害者虐待防止法による県障害者権利擁護センターを設置する。（H24.10.1開設）

・業務内容　①　使用者による障害者虐待に係る通報又は届出の受理
②　市町村間の連絡調整、市町村に対する情報提供・助言等

③　被虐待障害者に関する問題及び養護者への支援に関する相談対応
④　被虐待障害者及び養護者への支援のための情報提供、助言、関係機関との連絡調整等

⑤　障害者虐待防止等に関する情報収集、分析及び提供

⑥　障害者虐待防止等に関する広報その他の啓発活動

⑦　その他障害者虐待防止等のために必要な支援
・設置方法　障がい者の相談支援にノウハウのある法人へ委託（委託先未定）

（２）障害者虐待防止対策支援事業（国補）
これまでの県内の連携体制の協議を踏まえ、研修事業を継続するとともに、新たに法的専門性強化のための事業に取り組む。
　　　①障害者虐待防止・権利擁護研修事業

　　　　○指導者等養成（国研修への派遣…講師3名、職員1名）
○障害福祉サービス事業所等従業者研修（年1回）
・参加人数　約600人（各事業所1人程度）

・内　　容　学識経験者等による講演及び 養成講師による講義

　　　　○相談窓口職員研修（5圏域×1回）
・参加人数　約150人（各市町村2人、相談支援事業者1名程度）

・内　　容　養成講師による講義
　　　②専門性強化事業
　　　　○法的専門性の強化

被虐待障害者の保護や権利擁護に係る法的な問題の対応方法について、県及び市町村職員並びに相談支援専門員等が専門的助言を得られるよう、弁護士等専門家を派遣する体制を整える。
	２　所要経費


  障害者権利擁護センター設置事業費　5,298千円
障害者虐待防止支援事業費　　　　　1,596千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


平成22年度から障害者虐待防止対策支援事業（国補）を実施。
　　　・平成22年度　連携協力体制整備事業、障害者虐待防止・権利擁護研修事業

　　　・平成23年度　障害者虐待防止・権利擁護研修事業
	３　これまでの取組に対する評価


　　法制度ができる前から取り組みを実施したことにより、法施行に向けての県内の状況把握や体制整備等の課題への対応の準備ができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	800
	400
	
	
	
	
	
	
	400

	要求額
	6,894
	798
	
	
	
	
	
	
	6,096

	決定額
	6,894
	798
	
	
	
	
	
	
	6,096


















































